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３ 論文の構成    
 わが国では 1970年代半ばより，出生率が人口の置き換え水準を下回り 2005年まで継続的
に低下し続けた。その結果，わが国は少子高齢社会となり，様々な社会経済システムの変更
が求められるようになってきた。少子高齢社会をもたらした，最大の要因はわが国における
結婚行動の変化である。本論文では結婚行動のうち未婚者の増加，初婚年齢の上昇，生涯未
婚となる者の割合の増加等，様々な変化について，数量的に分析し，それぞれの要因を検
証，そしてその対応について検討している。本論文は以下の 6章で構成されている。 
第1章 少子高齢化と未婚化・晩婚化・非婚化 
第2章 初婚タイミングがライフイベントの発生に対して与える影響 
第3章 早婚型ライフコースに関する分析 
第4章 晩婚型ライフコースに関する分析 
第5章 非婚型ライフコースに関する分析 
第6章 初婚のタイミングとライフコースの様相 
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４ 論文の概要 
 第 1 章では，マクロ統計を用いながら，わが国における少子高齢化の趨勢と，未婚化・晩
婚化・非婚化の趨勢について概観している。高齢化の進行に少子化の進行がかかわっている
こと，少子化の主たる要因が未婚化・晩婚化であること等を述べている。また，本論文で一
貫して扱う，「早婚者」「晩婚者」「非婚者」について，平均初婚年齢よりも早い年齢での結婚
を行ったものを「早婚者」，遅い年齢での結婚を行ったものを「晩婚者」，結婚していないも
のを「非婚者」と定義している。 
 第 2 章では，初婚タイミングが各種ライフイベントの発生に対して与える影響について，
JGSS2012 のデータを用いて分析している。その結果，わが国におけるライフイベント生起
時の年齢は，1945～1954 年出生コーホート以前と 1955~1964 年出生コーホート以後で変化
しており，石油ショック期の雇用の変化がライフコースを変化させたという先行研究の指摘
に適合している。また，「早婚者」，「晩婚者」，「非婚者」が出生コーホートごとにどれだけの
割合で存在したか，各初婚タイミング区分別に初職の雇用形態や離婚発生割合，第一子出産
時の年齢等，特性やライフイベント生起時の年齢についてまとめている。 
 第 3 章以降では，「早婚者」「晩婚者」「非婚者」について，個別に焦点を当てながら，各初
婚タイミング区分について細密な分析を行っている。第 3 章では「早婚者」について，婚前
妊娠結婚と子ども数に着目し，その離婚リスクを多変量解析を用いて分析している。分析に
用いたデータは日本家族社会学会が実施した，「戦後日本家族の歩み全国調査」(NFRJ-S01)
であり，本調査は年単位の履歴データを持つ家族に関する豊富なデータを有するサーベイで
ある。今回の分析では再婚者を除いたうえで，初婚から離婚に至るハザードをイベントヒス
トリー分析の一種である，離散時間ロジットモデルを用いて分析した。先行研究によると，
婚前妊娠結婚による離婚リスクと，それに対する未就学の子どもを持つことによる離婚抑制
効果は，婚前妊娠結婚が未就学の子どもを必ず一人ともなうという意味で，一見対立する研
究結果となっている。しかし第 3 章で行われた多変量解析の結果，子どもを持つことによる
離婚抑制効果と婚前妊娠結婚による離婚リスクの増大は，同時に存在することが確認された。
すなわち，婚前妊娠結婚であっても，その後第 2 子，第 3 子と追加出生が起こることで離婚
リスクは抑制され，婚前妊娠結婚でなかったとしても，子どもが 1 人のみの場合，子どもが
2 人，3 人いるものと比較すると離婚リスクが高くなることを示している。 
 第 4 章では「晩婚者」について，子育てと介護の観点から，それらが同時に発生するダブ
ルケアについて，その要因を多変量解析している。従来指摘されてきた晩婚化とダブルケア
の関係について，年齢が高いほどダブルケアになりやすいということを多項ロジスティック
回帰分析によって実証している。また，ダブルケア状態の人々は，経営者・役員や主として
家事従事といった，比較的時間の融通が利きやすい就労状況の者であることが示された。 
 第 5 章では「非婚者」について，JGSS の利用可能なデータセットをすべてプールする
（JGSS2000，JGSS2001，JGSS2002，JGSS2003，JGSS2005，JGSS2006，JGSS2008，
JGSS2010，JGSS2012）ことで，50 歳以上の生涯未婚となる要因を多変量解析を用いて分
析している。分析の結果，近年の出生コーホートであればあるほど非婚になる確率が上昇し
ていることが明らかとなった。ただし，コーホートの効果は性別によって異なっており，男
性モデルで出生コーホートが効果を持った一方で，女性モデルでは出生コーホートは効果を
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持たなかった。初職の企業規模についても性別で差があり，男性では初職の企業規模が大規
模であると非婚になりづらく，女性は就労経験なしだと非婚になりづらかった。また，学歴
も性別で効果が異なり，男性では大卒以上であることが非婚確率を減少し，女性では逆に高
学歴の場合には非婚確率が高くなることが明らかとなった。 
 第 6 章では第 1 章から第 5 章までに行われてきた分析をもとに，「早婚者」，「晩婚者」，「非
婚者」のライフコースの特性を抑え，現代の日本において発生しているライフコースと社会
の変化を概観し，実施されるべき各種政策について再検討を行っている。 
 「早婚者」については第 2 章で行われた分析から，初婚以降のライフイベントの生起年齢
が 3 区分の中で最も早いことが示された。また離婚のリスクが晩婚者に比べて高く，この離
婚のリスクについては，第 3 章で行われた多変量解析によって，婚前妊娠結婚であることが
「早婚者」の離婚リスクを高めていることが確認された。ただし，この「早婚者」の離婚リ
スクは子ども数によって抑制されることも確認されており，「早婚者」のライフコースにおい
ては，安心して追加出生を行えるような社会・経済的な支援が，ライフコースを安定させる
ことにつながる可能性が示されている。 
 次に「晩婚者」については第 2 章で行われた分析から，初婚以降のライフイベントの生起
年齢が 3 区分の中で最も遅くなる。離婚のリスクも「早婚者」に比べると相対的に低く，初
婚のタイミングの遅れを考慮したとしても，初婚発生から離婚までの期間は，「早婚者」のそ
れと比べて長くなる。「晩婚者」の第一子出産時年齢は，「早婚者」のものと比べて，3~6 歳
ほど遅くなり，この遅れが子育てと介護の同時進行ダブルケアを発生させる。第 4 章で行わ
れた多変量解析によって，ダブルケアの発生は基本的に本人年齢にのみ起因する，すなわち
晩婚の結果避けられないものとして発生する。ダブルケアを行う者の特性は多岐にわたるた
め，ダブルケア者としてまとめて対策を行うよりも，より個別具体的なケースに合わせてフ
ォローアップすることが，「晩婚者」のライフコースを安定させるために重要であろう。 
 最後に「非婚者」については，第 5 章で行われた分析から，近年の出生コーホートになる
につれて，非婚割合が増加している。また第 2 章の分析から，初職の雇用形態が非正規であ
る割合に非婚割合が高く，近年の雇用形態の傾向である正規雇用から非正規雇用の転換が，
「非婚者」の増加と連関している可能性が示唆された。この分析で示された非婚の要因は，
人口学で議論されてきた「結婚難（Marriage Squeeze）」の要因と一致している一方で，最新
のコーホートの結果はそれよりもさらに多様な要因によって非婚者が生じていることを示唆
しており，「非婚者」が近年より多様な存在になってきている可能性を示している。 
 本論文で示された初婚タイミング区分別のライフコースの様相は，彼らがそれぞれどのよ
うな社会に適合し，いかなる各種政策を必要としているのかに，一定の示唆を与える。「早婚
者」・「晩婚者」ともに，結婚した者は，子育てに際しての困難に直面しやすい。「早婚者」は
安定した子育て，追加出生が行われなければ，離婚のリスクに直面，「晩婚者」は，高齢者の
増加によって，「ダブルケア」となり負担増となるリスクが顕在化してくる。このため，保育
所の増加，保育士の待遇改善，および待機児童の削減をはじめとする子育て支援政策は少子
化対策としてだけではなく，結婚の安定という面からもわが国に求められるものと言える。 
 また「非婚者」については，以前の「非婚者」よりも多様な様相をとりつつあり，大きく
分類しても，結婚したくても出来ない非婚なのか，結婚する気のない非婚なのかの異なる２
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つの非婚が存在する。これらに社会が対応していくためには，法律婚を前提としたサービス
からの脱却を考慮する必要があることが示唆している。 
                       
５ 論文の特質 
 第 1 次ベビーブームと言われた 1949 年の出生数は 270 万，第 2 次ベビーブームの 1973
年が 209 万，そしてその後の少子化により 2016 年に 100 万を割り込み，今年の出生数は
80 万人台まで急減する。こうした出生数の減少は，人口構造に大きな歪みを生み出し，社
会経済財的な難しい対応を生み出す。第 2 次ベビーブーム世代の女性達が 40 歳代半ばとな
り，その後の人口減少から，再生産人口の確実な減少となり，少子化は必然的に発生するこ
とになる。更に，1980 年代から未婚率の上昇，晩婚化の進行，そして非婚化が急速に進行
している。そうした点から，この未婚化，晩婚化，非婚化の傾向や要因分析などは今後の政
策的対応を考える上でとても大切なことと言えよう。 
 本論文では，早婚者，晩婚者，非婚者の特質や彼らが直面する諸問題について，大規模に
行われた調査データを二次的に分析している。早婚者については，早婚者が直面しやすい離
婚確率について，追加出生などの可能性などから離婚リスクを考察している。晩婚者につい
ては，晩婚ゆえに抱える子育てと親の介護両面でのケア，つまりダブルケアの発生確率につ
いて多変量解析と同時にダブルケア直面しているケースを個別に考察している。非婚者につ
いては 50 歳以上の未婚者についてコーホート効果や初職の企業規模，学歴などの変数を投
入し，分析を行っている。これらのファクトベースの分析結果をもとにライフコースの変遷
を考察，今後のわが国における各ライフイベントにおける必要な政策的提言を行っている。 
 各章で行なっている統計分析は，非常に高レベルの分析である。これまでの研究では，ラ
イフコース全体を通しての分析はデータの入手可能性の制約などにより，困難であったが，
本研究では，複数のデータベースを統合することで初めて可能とした点は高く評価できる。 
 
６ 論文の評価 
 本論文の特徴は，これまで述べてきたように，ライフコースにおける様々な局面に発生す
るイベントについて最先端の分析手法を用いながら膨大な量のデータを分析している。理論
的な分析だけではなく，統計解析を駆使しながら，真実の究明とイベントの発生確率など考
察し，その結果を政策提言にまで結びつけている。本論文のような分析には，高度な統計解
析の研鑚と運用能力が必要であり，学位請求者はわが国の若手研究者の中では際立った能力
を有していると言える。今後は，時間を超えたパネルデータを自ら設計，収集し，本論文で
得られた結果をさらに統合的に再検証していくことが期待される。 
 
７ 論文の判定 
本学位請求論文は，政治経済学研究科において必要な研究指導を受けたうえ提出されたも
のであり，本学学位規程の手続きに従い，審査委員全員による所定の審査及び最終試験に合
格したので，博士（経済学）の学位を授与するに値するものと判定する。 
以 上 
